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男女共同参画の推進に関する年次報告について 
 

 

宇都宮市男女共同参画推進条例 第１５条（年次報告）において，「市長は，毎年，男

女共同参画の推進に関する施策の実施状況について，報告書を作成し，これを公表する

ものとする。」と定められていることから，市の施策情報を積極的に公表し，広く市民に

男女共同参画に関する理解と施策について協力を求めるため，「男女共同参画行動計画」

の進捗状況を報告するものです。 

本書においては，「第５次宇都宮市男女共同参画行動計画」に掲げた３つの基本目標 

ごとに，令和５年度の施策の取組状況についてまとめたものです。 
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◆第１部「第５次宇都宮市男女共同参画行動計画」の概要 

 

本市では，男女が互いに人権を尊重しつつ，喜びも責任も分かち合い，その個性と能力
を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現を目指して，平成１５年度に「宇
都宮市男女共同参画推進条例」を制定し，この基本理念のもと，４次にわたる「男女共同
参画行動計画」において，男女共同参画意識の醸成や雇用の場における女性活躍の推進，
配偶者からの暴力対策など，様々な施策を総合的に推進してきました。 

第５次となる行動計画では，これまで進めてきた取組を土台として，依然として根強く
残る固定的性別役割分担意識やアンコンシャス・バイアス（無意識の思い込み）の解消に
向けた対応をはじめ，女性の経済的自立に向けた就労支援や，様々な分野における女性活
躍の推進，男性の家庭参画促進や多様な性への理解促進，更には不安や困難な問題を抱え
る女性への支援などの，様々な課題に対して取り組んでいく必要があります。 

こうしたことから，本市が目指すＳＤＧｓの達成や，スーパースマートシティを構成す
る「地域共生社会」などの構築に向け，男女が共に活躍できる社会を実現するため，「第５
次宇都宮市男女共同参画行動計画」を策定し，男女共同参画施策を総合的かつ一体的に推
進してまいります。 
 

計画の期間  

令和５（２０２３）年度から令和９（２０２７）年度までの５年間とします。 
 

基本理念                          
宇都宮市男女共同参画推進条例第３条に規定する基本理念を，本計画の基本理念とします。 

 

 

 

 

 

 

目指すべき姿                                       
多様な価値観が尊重され，  

人と人とのつながりを大切にし，誰もが活躍できる社会 
 

 

➊ 男女の個人としての尊厳の尊重 
➋ 性別役割分担を反映した慣行にとらわれない活動の自由な選択 
➌ 方針の立案及び決定への参画機会の確保 
➍ 家庭生活における活動と他の活動との両立 
➎ 男女の生涯にわたる健康の確保 
➏ 国際社会における動向の留意と協調 

人生１００年時代を迎え，一人ひとりの人生が多様化する中，あらゆる人が互いの
価値観を尊重し合い，人と人とのつながりを大切にしながら，性別に関わらず誰もが
さまざまな分野で活躍できる社会を目指すもの 
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       男女共同参画社会の実現に向けた意識の浸透 

「男女共同参画社会の実現に向けた意識の浸透」に向けては，固定的性別役割分担意識に
捉われず，一人ひとりが正しい理解と認識を深め，男女共同参画の視点を持ちながら，行
動する社会を目指すことが大切です。 

このため，働き方や暮らし方の根底にある固定的性別役割分担意識やアンコンシャス・
バイアスの解消，慣行の見直しに向け，世代や活動の場に応じたきめ細やかな啓発等の取
組を推進します。 

また，男女共同参画意識を醸成するためには，子どもの頃から学習することや有意義な
情報を得ることが重要であることから，幼少期から学ぶ機会の提供や，市民への様々な媒
体を活用した情報発信を通じて男女共同参画意識を醸成する取組を推進します。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

施策の方向１ 固定的性別役割分担意識の解消や慣行の見直し 
■世代に応じた固定的性別役割分担意識の解消 
・固定的性別役割分担意識やアンコンシャス・バイアスの解消に向け，世代に応じた啓発を実施します。 
■活動の場に応じた固定的性別役割分担意識の解消 【重点施策】  
・企業において，女性活躍や男性の育児休業取得促進などに向けた男女共同参画意識を醸成するため，

セミナー等を実施します。 
・地域において，男女共同参画や女性参画に向けた意識を醸成するため，女性活躍の事例集等を活用し

た啓発を実施します。 
施策の方向２ 男女共同参画の視点に立った教育・学習機会の充実 
■若年層における男女共同参画の教育の推進 
・小・中・高・大学生等への男女共同参画をテーマとした出前講座や，小・中学生へのキャリア教育を

実施します。 
■男女共同参画の学習機会の充実 
・男女共同参画推進団体と協働で運営を行う，市民企画講座を実施します。 
■男女共同参画についての広報・啓発活動 
・男女共同参画推進月間や週間において，広報紙や情報誌，ＳＮＳ等を活用して広く市民に周知します。 

出典）宇都宮市 

基本目標 Ⅰ

具体的な推進事業 

「学校教育の場」での

平等感は進んでいま

すが，その他の場にお

いては，「男性優遇」と

感じる市民が多いこ

とが分かります。 
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さまざまな分野における男女共同参画の推進 

「さまざまな分野における男女共同参画の推進」に向けては，誰もが自らの希望に沿って，
仕事や家庭生活，地域活動などさまざまな分野に参画し，個々の能力を発揮しながら活躍
できる社会を目指すことが大切です。 

このため，働き続けることを希望する女性が働き続けられ，雇用の場において活躍でき
るよう，女性の経済的自立に向けた人材育成や就労支援，保育・介護サービスなど両立支
援の充実を図るとともに，能力を発揮し活躍できる職場環境の整備促進，男性の家庭参画
も含めたワーク・ライフ・バランスの取組を推進するほか，地域社会が抱える課題の解決
には，男女双方の視点を踏まえた対応が不可欠であることから，男女ともに様々な活動へ
の参加を促進し，地域・社会における男女共同参画を推進します。 

また，政策・方針決定過程における男女共同参画を推進するため，審議会等への女性の
登用促進や，企業・地域に対し女性役員登用の意義等について周知啓発を行います。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

基本目標 Ⅱ

本市（女性）の労

働力率は，子育て

期の３０歳代に

低下する「Ｍ字カ

ーブ」を描き，５

年前に比べ増加

が見られるもの

の，「全国平均」と

比べ，離職する割

合が高いことが

分かります。 

女性の年齢階級別労働力率（Ｍ字カーブの推移） 

施策の方向３ 雇用の場における女性の活躍とワーク・ライフ・バランスの推進 
■女性の活躍に向けた人材育成・就労支援 【重点施策】 

・女性のキャリア形成支援に繋がる講座の開催や女性のデジタルスキル習得・就労支援事業を実施します。 
■仕事と子育てや介護等との両立支援 

・保育所や認定子ども園の整備促進，仕事と子育て家庭のインターンシップ事業を実施します。 
■働きやすい職場環境整備に向けた支援 

・働きやすい職場環境整備を促進するため中小企業等を支援します。 
■男性の家庭参画の促進 【重点施策】 

・企業における男性の育児休業取得を促進するため，啓発講座等を実施します。 
施策の方向４ 地域・社会における男女共同参画の推進 
■女性のチャレンジへの支援 

・女性の起業講座や就職マッチング事業，学び直しの支援事業を実施します。 
■地域における男女共同参画の推進 【重点施策】 

・防災活動などの地域活動における男女共同参画の推進や，地域の女性団体の活躍に向けた支援を行い 
ます。 

施策の方向５ 政策・方針決定過程における男女共同参画の推進 
■市の政策・方針決定過程における女性の登用促進 【重点施策】 

・女性人材バンクを設置・活用し，審議会・委員会等への女性の登用促進を図ります。 
■自営の商工業や農業・林業従事者，地域等における方針決定への女性の参画促進 

・管理職・役員等への女性の登用促進に向けて，周知・啓発を行います。 

出典）令和２年国勢調査 

 
具体的な推進事業 
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一人ひとりの人権が尊重された社会づくり 

「一人ひとりの人権が尊重された社会づくり」に向けては，すべての人が個人としての
人権を尊重し，互いの身体的特性を理解し合いながら，安心して暮らせる社会を目指すこ
とが大切です。 

このため，ＤＶの未然防止に向けた若年層からの意識啓発や，ＤＶ被害者一人ひとりの
状況に応じた相談支援などに関係機関・団体等と連携を強化するとともに，被害者や加害
者にならないための啓発に取り組むほか，さまざまな困難を抱える女性に対し，市民に身
近な地域で活動するＮＰＯ等と連携した，きめ細かな相談支援に取り組むなど，地域にお
ける支え合いによる支援を強化します。 

また，一人ひとりが多様な性や互いの身体的特性を十分に理解し合い，自分らしく生き
ていくことができるよう，多様な性や健康に関する正しい知識や情報を提供し，リプロダ
クティブ・ヘルス・ライツ（性と生殖に関する健康と権利）の視点を踏まえ，性差やライ
フステージに応じた理解促進と健康支援に取り組みます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

基本目標 

出典）宇都宮市配偶者暴力相談支援センター調べ 

施策の方向６ 女性等に対するあらゆる暴力の根絶 
■配偶者等からの暴力対策の推進とＤＶ被害者等への支援の充実 【重点施策】 
・ＤＶの未然防止対策，相談体制の充実，被害者の安全確保，被害者とその子どもへの支援の充実な

ど，総合的・一体的なＤＶ対策を推進します。 
■女性に対する性暴力・性犯罪被害等の未然防止 
・性暴力，ストーカー被害等の女性に対する暴力被害の未然防止啓発に取り組みます。 
施策の方向７ 困難を抱える女性への支援 
■不安や困難を抱える女性への支援 【重点施策】 
・支援が十分に行き届いていない女性に対し，「つながりサポート女性支援事業」等により相談体制の

強化を図ります。 
施策の方向８ 多様な性を尊重する社会づくりと性差に応じた健康支援 
■多様な性についての理解促進 【重点施策】 
・企業における「多様な性」に関する理解促進を図り，性別に関わりなく誰もが働きやすい職場環境

整備のための取組を推進するため，セミナー等を実施します。 
■性についての教育・学習機会の充実 
・「性教育サポート事業」の実施など，若者への性教育を実施します。 
■性差に応じた生涯にわたる健康支援 
・リプロダクティブ・ヘルス・ライツの観点を持ち，男女がともに身体的特性について理解し合い，

生涯を通じて健康を享受できるよう，健康講座や周知啓発を実施します。 

700 

497 
447 

537 

401 

0

200

400

600

800

H29 H30 R1 R2 R3

市配偶者暴力相談支援センターにおけるＤＶ相談件数 
本市配偶者暴力相談

支援センターにおけ

るＤＶ相談件数は，

令和３年度は４年前

と比較し大きく減少

しています。 

具体的な推進事業 

Ⅲ 
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➊ 市民・事業者・関係団体等との協働 
市民，事業者，男女共同参画推進団体等の主体的な取組を支援するとともに，それぞれと連携・協

働しながら施策・事業に取り組みます。 

➋ 男女共同参画推進センター「アコール」を中核とした男女共同参画の推進  
  男女共同参画の推進拠点として，以下の４つの機能のもと，関係機関・団体等と連携し，各種事業

を行います。 

講座や講演会，研修会を開催します。 

男女共同参画に関する相談・指導を行います。 

市民，事業者，民間団体等の支援や人材育成 

に取り組み，各主体の交流を促進します。 

男女共同参画に関する情報の収集・提供， 

学習活動支援等を行います。 

➌ 庁内外の総合的な推進体制 
⑴ 庁内関係部署から成る「宇都宮市男女共同参画推進委員会」 

行動計画の策定，その他男女共同参画に関する施策等について検討します。 

⑵ 外部有識者から成る「宇都宮市男女共同参画審議会」 

行動計画の策定，進捗状況などの男女共同参画の推進に関する事項に対し，意見を聴取します。 

⑶ 行政，関係機関・団体等から成る「みやシャイン女性活躍推進協議会」 

   本市における女性活躍推進に関する取組を効果的かつ円滑に推進していくため，地域の実情を踏

まえた女性活躍の取組について協議を行います。 

 
 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

➍ 計画の進行管理を行い，毎年，公表 
「宇都宮市男女共同参画推進条例」第 15 条に基づき，毎年，年次報告書を作成し，行動計画の進

捗状況を公表します。 

➎ 男女共同参画の更なる推進に向けて，調査研究を実施 
男女共同参画を取り巻く課題を的確に捉え，新たな施策に取り組むためにも，国際社会や国・県  

の動向などに留意・協調しつつ，男女共同参画に関する調査・研究に取り組みます。 

計画を推進するために 

企業の実情等の情報提供 

⑴ 学習・研修 

行動計画の策定，進捗状況などの意見を述べる。 
市民からの意見の申出への対応について意見を述べる。 

協議会での意見等を踏まえ，事業の推進や計画への反映に繋げる。 
市民からの意見の申出への対応について，必要があるとき，意見を聴く。 

意見 

市 

（推進委員会） 
審議会 協議会 

平成２９年度，市民により親
しまれるセンターを目指し，
「アコール」という愛称が名付
けられました。フランス語で
「和音」を意味し，一人ひとり
の多様な個性が寄り添い，重な
り合って，相乗効果をもたらし
ながら，新たなハーモニーを醸
成していくイメージを，男女共
同参画社会に向けた思いにつ
なげたものです。 

≪推進体制≫ 

市の取組への協力・理解 
対応 

市 民 

⑵ 相談支援 

⑶ 交流・市民活動支援 

⑷ 情報収集・提供 
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計画の体系 

●印は重点施策  ★印は女性活躍推進法対応  ☆印はＤＶ防止法対応 

基本目標 施策の方向 施 策 

基本目標Ⅰ 

男女共同参画 

社会の実現に 

向けた意識の 

浸透 

１ 固定的性別役割分担 

意識の解消や慣行の 

見直し 

２ 男女共同参画の視点 

に立った教育・学習機会 

の充実 

世代に応じた固定的性別役割分担意識の解消 

活動の場に応じた固定的性別役割分担意識の解消(●★) 

若年層における男女共同参画の教育の推進 

男女共同参画の学習機会の充実 

男女共同参画についての広報・啓発活動 

基本目標Ⅱ 

さ ま ざま な 

分野における 

男女共同参画 

の推進 

５ 政策・方針決定過程 

における男女共同参画 

の推進 

３ 雇用の場における 

女性の活躍とワーク・ 

ライフ・バランスの推進 

 

４ 地域・社会における 

男女共同参画の推進 

女性の活躍に向けた人材育成・就労支援(●★) 

仕事と子育てや介護等との両立支援(★) 

働きやすい職場環境整備に向けた支援(★) 

男性の家庭参画の促進(●★) 

女性のチャレンジへの支援(★) 

地域における男女共同参画の推進(●) 

市の政策・方針決定過程における女性の登用促進(●★) 

 
自営の商工業や農業・林業従事者，地域等における 

方針決定への女性の参画促進(★) 

基本目標Ⅲ 

一人ひとりの 

人 権 が尊 重 

さ れ た社 会 

づくり 

６ 女性等に対する 

あらゆる暴力の根絶 

７ 困難を抱える女性へ 

の支援 

配偶者等からの暴力対策の推進とＤＶ被害者等への 

支援の充実(●☆) 

 女性に対する性暴力・性犯罪被害等の未然防止 

不安や困難を抱える女性への支援(●) 

８ 多様な性を尊重する 

社会づくりと性差に 

応じた健康支援 

多様な性についての理解促進(●) 

性についての教育・学習機会の充実 

性差に応じた生涯にわたる健康支援 
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「第５次宇都宮市男女共同参画行動計画」を着実に推進し，計画の進捗度合を図るた

め，基本目標ごとに成果指標を設け，目標値の達成を目指します。 

 

基本目標Ⅰ 男女共同参画社会の実現に向けた意識の浸透 

成果指標 
R3 

（基準値） 

R9 

（目標値） 

１ 「夫は外で働き，妻は家庭を守るべきである」と 

考える市民の割合（賛成又はどちらかと言えば賛成 

の割合） 

21.8％ 12％ 

２ 社会全体における男女の地位が平等であると感じ 

ている市民の割合 
13.1％ 25％ 

 

基本目標Ⅱ さまざまな分野における男女共同参画の推進 

成果指標 
R3 

（基準値） 

R9 

（目標値） 

３ 女性の就業率（25～44 歳まで） 
61.4％ 

令和２年 
67％ 

４ 民間企業の管理職に占める女性の割合（課長相当 

職） 
10.0％ 20％ 

５ 男性の育児休業取得率 
参考値 

24.9％ 
38％ 

６ ワーク・ライフ・バランスに積極的に取り組み， 

効果が出ていると感じている事業所の割合 
23.1％ 46％ 

７ 社会活動に参加する市民の割合※ 36.6％ 46％ 

８ 審議会等委員に占める女性の割合 26.5％ 40％ 

※１ ＰＴＡ，生涯学習，スポーツ，ＮＰＯ，ボランティア活動など 

 

基本目標Ⅲ 一人ひとりの人権が尊重された社会づくり 

成果指標 
R3 

（基準値） 

R9 

（目標値） 

９ この１年間に配偶者から暴力を受けたことのある 

女性の割合 
2.2％ 

0％ 

に近づける 

10 女性に対する暴力や様々な悩みなどの相談窓口を 

知っている市民の割合※ 

参考値 

48.4％ 
78％ 

11 この１年間に配偶者から暴力を受けたときに相談 

した女性の割合 
32.7％ 45％ 

12 つながりサポート女性支援事業において連携した 

ＮＰＯ等の数 
56 団体 90 団体 

13 ＬＧＢＴＱの言葉も内容も知っている市民の割合 66.5％ 90％ 

※ 市女性相談所・配偶者暴力相談支援センターのほか，県・国等の相談機関の窓口 

「第５次宇都宮市男女共同参画行動計画」成果指標一覧 
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◆第２部「第５次宇都宮市男女共同参画行動計画」の取組状況 
 

【基本目標Ⅰ】男女共同参画社会の実現に向けた意識の浸透 

施策の方向１ 固定的性別役割分担意識の解消や慣行の見直し 

＜施策１ 世代に応じた固定的性別役割分担意識の解消の取組状況＞ 
№ 事業の名称 

１ 男女共同参画推進センターによる啓発講座等の実施 

２ 生涯学習センターとの連携による男女共同参画推進講座等の実施 

・ Ｇ７栃木県・日光男女共同参画・女性活躍担当大臣会合で高まった機運を絶やさぬよう，広く  

市民を対象に「男女共同参画推進フォーラム」を開催し，一般参加に加え，企業・地域の代表者

など３３７人の参加があったところであり，固定的性別役割分担意識の解消と男女共同参画を実

践・行動につなげるための意識醸成に取り組んだ。 

・ 男女共同参画推進センターによる啓発講座等の実施（№１）において，子育て世代やシニア世

代などを対象とした啓発講座を開催したほか，生涯学習センターとの連携による男女共同参画推

進講座等の実施（№２）において，子育て世代やシニア世代を対象に，アンコンシャス・バイア

スや幅広い年代を対象とした性に関する知識を学ぶ講座等を実施するなど，各世代に向けた意識

啓発に取り組んだ。 

＜施策２ 活動の場に応じた固定的性別役割分担意識の解消の取組状況＞ 重点施策 
№ 事業の名称 

３ 企業における男女共同参画に向けた理解促進 

４ 地域活動における女性参画に向けた意識醸成 

５ 親学出前講座の充実 

６ 男女共同参画の視点を踏まえた保育研修会の実施 

７ 本市職員への人権研修，ハラスメント防止研修の実施 

８ 課長級マネジメント（基礎・実践編）研修の実施 

・ 企業経営者を対象とした，女性活躍や男性育児休業取得を促進するセミナーの開催や啓発パン

フレットの作成・配布（№３）を重点的に行い，働く場における固定的役割分担意識の解消に向

け積極的に取り組んだ。 

・ また，地域活動への女性の参画を促進する講座を開催（№４）するとともに，新任保育士を対

象にジェンダーに配慮した保育に関する研修（№６）などにより，地域，家庭における意識啓発

に取り組んだ。 

施策の方向２ 男女共同参画の視点に立った教育・学習機会の充実 

＜施策３ 若年層における男女共同参画の教育の推進の取組状況＞ 
№ 事業の名称 

９ 小・中・高・大学生等への出前講座の実施 

１０ 小・中学生への男女共同参画の啓発 

１１ 小・中学校における人権教育の推進 

１２ 小・中学生へのキャリア教育の実施 

１３ 女子へのキャリア教育支援 
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・ 小学校において，小学５年生向け男女共同参画教育参考資料「かがやき」の作成・配布（№   

１０），中学校・高校・大学においては，デートＤＶ出前講座の実施（№９）など，各発達段階に

応じた啓発を実施した。 

・ 将来，一人ひとりが希望する職業を選択することにつながるキャリア形成支援として，中学２

年生を対象とした社会体験学習（宮っ子チャレンジウイーク）の実施（№１２）や，未就学児を

対象とした科学実験教室の開催，市内大学と連携した女子中高生の理系進路選択支援のイベント

（№１３）などを実施した。 

 

＜施策４ 男女共同参画の学習機会の充実の取組状況＞ 
№ 事業の名称 

１４ 男女共同参画推進センターによる啓発講座等の実施（再掲） 

１５ 生涯学習センターとの連携による男女共同参画推進講座等の実施（再掲）   

１６ ママパパ学級の実施 

１７ 市民企画講座の実施 

・ 生涯学習センターや図書館，人材かがやきセンターと連携し世代に応じたテーマで講座を開催

（№１５）したほか，夫婦で協力した子育てを支援する「ママパパ学級」の開催（№１６）など，

さまざまな機会を捉えて講座等を開催した。 

・ また，男女共同参画推進団体と協働で市民企画講座を実施する（№１７）など団体活動の活性

化にも取り組んだ。 

 

＜施策５ 男女共同参画についての広報・啓発活動の取組状況＞ 
№ 事業の名称 

１８ 市民への広報・啓発の実施 

１９ 本市職員への啓発の実施 

２０ 男女共同参画表現ガイドラインの周知 

２１ 男女共同参画情報誌「ぱーとなーしっぷ」の発行 

２２ 親学と子どもの情報誌「こどもるっくる」の発行 

・ １０月の男女共同参画推進月間に合わせて市広報紙で特集記事を掲載したほか，Facebook など

のＳＮＳによる情報発信（№１８），男女共同参画情報誌「ぱーとなーしっぷ」や「男女共同参画

推進フォーラム」報告リーフレットの作成・配布（№２１）などを通して，男女共同参画につい

ての市民意識の高揚に取り組んだ。 

・ 職員に対しては，男女共同参画ニュースや本市審議会等に占める女性委員の登用状況を庁内に

発信する（№１９）などし，意識醸成に取り組んだ。 

 

 

【参考】成果指標の現状値 

成果指標 把握方法 
R3 

（基準値） 
R5 

R9 

（目標値） 

１ 「夫は外で働き，妻は家庭を守る 

べきである」と考える市民の割合

（賛成又はどちらかと言えば賛成の 

割合） 

「市政に関する世論

調査」（毎年） 
21.8％ 21.2％ 12％ 

２ 社会全体における男女の地位が 

平等であると感じている市民の割合 

「男女共同参画に関

する市民意識調査」 

（５年ごと） 

13.1％ ― 25％ 
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【基本目標Ⅰ】男女共同参画社会の実現に向けた意識の浸透のまとめ 
あらゆる世代や活動の場において，固定的性別役割分担意識の解消に向けて，一人ひとりが正し

い理解と認識を深め，男女共同参画の視点を持ちながら，行動する社会を目指し５施策２２事業を

実施した。 

１ 令和５年度の取組状況 
 ・ 固定的性別役割分担意識の解消や慣行の見直しに向けては，令和５年６月に開催された「Ｇ

７栃木県・日光男女共同参画・女性活躍担当大臣会合」で高まった機運を絶やさぬよう，広

く市民を対象とした「男女共同参画推進フォーラム」の開催や市広報紙やＳＮＳを活用した

積極的な情報発信に加え，生涯学習センターや図書館等とも連携した各世代向けの啓発や，

さまざまな活動の場に応じた各種セミナー等を実施した。 

 ・ 男女共同参画の視点に立った教育・学習機会の充実に向けては，特に企業に対して，経営

者を対象とした女性活躍や男性育児休業取得を促進するセミナーの開催や啓発パンフレット

の作成・配布に重点的に取り組み，働く場における固定的役割分担意識の解消に積極的に取

り組んだ。 

 

２ 課題と今後の取組の方向性 
  意識啓発に積極的に取り組み，令和５年度「市政に関する世論調査」において「夫は外で働

き，妻は家庭を守るべきである」と考える市民の割合は，基準値である令和３年度から減少し

たが，微減にとどまっていることから，令和９年度の目標達成に向けて，更なる周知啓発に取

り組んでいく必要がある。 

  ⇒ 引き続き，各種媒体を活用した情報発信や関係機関と連携した啓発に取り組むととも

に，業種別団体や工業団地を対象とした企業向け出前セミナーの実施や，地域における女

性活躍に関する取組事例集の作成，小学生向け男女共同参画教育参考資料「かがやき」の

改定など，活動の場に応じた新たな取組を行っていく。 
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【基本目標Ⅱ】さまざまな分野における男女共同参画の推進 

施策の方向３ 雇用の場における女性の活躍とワーク・ライフ・バランスの推進 

＜施策６ 女性の活躍に向けた人材育成・就労支援の取組状況＞重点施策 
№ 事業の名称 

２３ 女性のキャリアアップ講座等の実施 

２４ 中小企業における女性活躍促進事業 

２５ 中小企業における一般事業主行動計画策定支援         

２６ 女性のデジタルスキル習得・就労支援事業 

２７ 移住定住の促進 

・ 企業経営者を対象とした女性活躍や男性育児休業取得促進に関するセミナーの開催，啓発パン

フレットの作成・配布（№２４）に加え，女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策定のた

めの社会保険労務士の派遣を実施（№２５）し，性別に関わらず誰もが活躍できる職場環境づく

りの支援に重点的に取り組んだ。 

・ 女性のキャリア意識醸成のためのセミナー開催や育児や介護等で時間や場所に制約のある女性

がテレワークなど柔軟な働き方で就労できるよう，デジタルスキルの習得から就労までを一貫し

て支援する「女性のデジタルスキル習得・就労支援事業」（№２６）を令和５年度から新たに実施

し，女性の活躍に向けた人材育成と就労支援に積極的に取り組み，希望する９名全員の就労につ

ながった。 

 

＜施策７ 仕事と子育てや介護等との両立支援の取組状況＞ 
№ 事業の名称 

２８ 一時預かり事業 

２９ 教育・保育施設・地域型保育事業による供給体制の確保           

３０ 延長保育事業 

３１ 病児保育事業 

３２ 発達支援児保育の推進 

３３ 送迎保育ステーション事業 

３４ 宮っこ子育てアプリ 

３５ ファミリーサポートセンター事業 

３６ 宮っ子ステーション事業 

３７ 仕事と育児・介護等の両立に向けた意識啓発等の実施 

３８ 仕事と子育て家庭のインターンシップ事業 

３９ 結婚活動支援事業 

４０ 介護保険事業 

４１ 家族介護教室の実施 

・ 子育て・介護の各種支援策の一層の充実や「宇都宮市役所イクボス宣言」の周知による，企業 

等における仕事と育児の両立に向けた意識啓発に取り組んだ。 

・ また，大学生等を対象に「仕事と子育て家庭のインターンシップ事業」（№３８）を実施し， 

キャリア形成講座の開催や両立支援に積極的に取り組む企業経営者との交流会やオンラインに

よる仕事と家庭を両立している労働者の様子を学ぶことを通して，就職前の早い段階からの仕事

と家庭の両立に向けた意識醸成に取り組み，参加者数が２８１名と前年度から約３．６倍に増加

した。 
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＜施策８ 働きやすい職場環境整備に向けた支援の取組状況＞ 
№ 事業の名称 

４２ 男女共同参画推進事業者表彰（きらり大賞）の実施 

４３ 事業所における従業員の健康づくりの促進 

４４ 勤労者向けのワーク・ライフ・バランスの意識啓発の実施 

４５ ワーク・ライフ・バランス実践ガイドブックの配布 

４６ 労働環境啓発ウェブサイトの作成・周知 

４７ 「宇都宮まちづくり貢献企業認証制度」の認証 

４８ 中小企業における女性活躍促進及び一般事業主行動計画策定支援（再掲）  

４９ 多様で柔軟な働き方の推進 

５０ 労働相談の実施 

５１ ＩＣＴ利活用の促進 

５２ オフィス企業立地支援補助金 

男女共同参画推進事業者表彰「きらり大賞」の実施や，その優れた取組を市内事業者に波及する

ための周知（№４２），商工会議所等のメールマガジンを活用した「ワーク・ライフ・バランス実践

企業向けガイドブック」の配信（№４５），さらには女性の就職先希望が多いオフィス系企業の誘致

（№５２）による女性の雇用創出など，企業における働きやすい職場環境づくりの促進に取り組み，

「きらり大賞」については，受賞企業数は過去最高の１１社となった。 

 

＜施策９ 男性の家庭参画の促進の取組状況＞重点施策 
№ 事業の名称 

５３ 男性の家庭参画促進 

５４ 企業における男性の育児休業取得促進事業                 

５５ ママパパ学級の実施（再掲） 

企業経営者を対象としたセミナーの開催や啓発パンフレットの作成・配布，男性従業員向け講座

を開催（№５３）し，男性の育児休業取得促進や家庭参画意識の醸成に積極的に取り組んだ。 

 

施策の方向４ 地域・社会における男女共同参画の推進 

＜施策 10 女性のチャレンジへの支援の取組状況＞ 

№ 事業の名称 

５６ 起業講座の実施や創業相談支援等の情報提供      

５７ 就職マッチング事業 

５８ 自立支援給付金事業 

５９ 学び直しの支援 

６０ 移住定住の促進（再掲） 

女性の起業・副業を支援する講座の開催や創業相談支援（№５６），ハローワークと共催による

「求人企業合同説明会」の実施（№５７）のほか，企業や大学等と連携した様々な学習情報の発信

（№５９）など，意欲のある女性の就業や起業等の支援に取り組んだ。 
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＜施策 11 地域における男女共同参画の推進の取組状況＞重点施策 
№ 事業の名称 

６１ 市民企画講座の実施（再掲） 

６２ 地域における女性リーダー育成 

６３ 防災活動や災害発生時における男女共同参画の推進 

６４ まちづくり活動応援事業 

６５ 親学出前講座の充実（再掲） 

６６ 生涯学習センターとの連携による男女共同参画推進講座等の実施（再掲） 

６７ 栃木県男女共同参画地域推進員との協働 

６８ 女性や女性団体の活躍に向けた支援 

６９ 家族経営協定締結促進事業 

「地域における女性の参画推進セミナー」の開催（№６２）や栃木県男女共同参画地域推進員と

連携しながら講座等の事業周知を実施（№６７）し，地域や団体等で活躍する女性リーダーとして

の意識醸成を図った。また，自治会向け「魅力ある自治会づくり支援事業補助金」の対象に，「女性

活躍促進」に係るメニューを令和５年度から新たに追加し，地域における女性活躍の支援に積極的

に取り組んだ（№６８）。 

 

施策の方向５ 政策・方針決定過程における男女共同参画の推進 

＜施策 12 市の政策・方針決定過程における女性の登用促進の取組状況＞重点施策 
№ 事業の名称 

７０ 審議会・委員会等への女性登用促進 

７１ 女性人材バンクの設置・活用 

７２ 本市職員へのキャリアアップ研修の実施 

・ 本市審議会等に占める女性委員の登用状況の庁内への発信，審議会等の新設や委員改選の際 

に所管課へ個別に働きかけを行う（№７０）など，職員の意識醸成に取り組んだほか，女性登用

促進の更なる加速化に向け，庁内における「男女共同参画推進リーダー」を設置するとともに，

様々な分野の女性の専門家等をリストにした「女性人材バンク」の設置（№７１）に向け検討を

行った。 

・ 本市職員に対しては，女性職員のキャリアアップ研修や人事評価・人材育成能力向上研修を実 

施し，女性のキャリア支援に取り組んだ。（№７２） 

 

＜施策 13 自営の商工業や農業・林業従事者，地域等における方針決定への女性の参画促

進の取組状況＞ 
№ 事業の名称 

７３ 管理職・役員等への女性登用促進に向けた啓発 

企業経営者を対象とした，女性活躍や男性育児休業取得を促進するセミナーの開催や啓発パンフ

レットの作成・配布など，広く周知に取り組んだ。（№７３） 
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【参考】成果指標の現状値 

成果指標 把握方法 
R3 

（基準値） 
R5 

R9 

（目標値） 

３ 女性の就業率（25～44 歳まで） 
国勢調査 

（５年ごと） 

61.4％ 

令和２年 
― 67％ 

４ 民間企業の管理職に占める女性の 

割合（課長相当職） 

男女共同参画に関

する事業所意識調

査（５年ごと） 

10.0％ ― 20％ 

５ 男性の育児休業取得率 
参考値 

24.9％ 
― 38％ 

６ ワーク・ライフ・バランスに積極

的に取り組み，効果が出ていると 

感じている事業所の割合 

23.1％ ― 46％ 

７ 社会活動に参加する市民の割合※ 
市政に関する世論

調査（毎年） 
36.6％ 42.3％ 46％ 

８ 審議会等委員に占める女性の割合 庁内照会（毎年） 26.5％ 26.0％ 40％ 

※ ＰＴＡ，生涯学習，スポーツ，ＮＰＯ，ボランティア活動など 
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【基本目標Ⅱ】さまざまな分野における男女共同参画の推進のまとめ 
誰もが，自らの希望に沿って，仕事や家庭生活，地域活動などさまざまな分野に参画し，個々

の能力を発揮しながら活躍する社会を目指し，８施策５１事業を実施した。 

１ 令和５年度の取組状況 
 ・ 雇用の場における女性の活躍とワーク・ライフ・バランスの推進に向けては，セミナー等

の開催や社会保険労務士の派遣による女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策定支

援などにより，中小企業における女性活躍や職場環境改善に取り組んだことに加え，女性デ

ジタル人材の育成や女性の起業・副業の支援など女性の経済的自立に向けた支援に積極的に

取り組むとともに，男性の家庭参画意識醸成に向けた従業員向け講座の開催や，宇都宮市役

所において「宇都宮市役所イクボス宣言」を行い，その周知による市内事業者への波及を目

指すなど，男性の家庭参画の促進も重点的に取り組んだ。  

 ・ 地域・社会における男女共同参画の推進に向けては，セミナーの開催による女性リーダー

の育成や自治会への補助メニューの拡充など，地域における女性活躍の支援に取り組んだ。 

 ・ 政策・方針決定過程における男女共同参画の推進に向けては，本市審議会等に占める女性

委員の登用状況の庁内への発信，審議会等の新設や委員改選の際に所管課へ個別に働きかけ

を行うなど，職員の意識醸成に取り組んだ。 

 

２ 課題と今後の取組の方向性 
 ・ 地域における女性活躍の支援に取り組み，令和５年度「市政に関する世論調査」において，

「社会活動に参加する市民の割合」が，基準値である令和３年度の３６．６％から４２．３％

に大きく増加したが，基準値である令和３年度は，新型コロナウイルス感染症に伴う活動制

限の影響もあったと考えられる。今後も令和９年度の目標達成に向け，継続した取組が必要

である。 

 ・ また，本市の「審議会等委員に占める女性の割合」が，基準値である令和３年度の     

２６．５％と比較し，令和５年度においては２６．０％と０．５ポイント減少しており，   

令和９年度の目標達成に向け，取組を一層強化する必要がある。 

  ⇒・ 地域・社会における男女共同参画の推進については，引き続き「地域における女性の

参画推進セミナー」を開催するとともに，地域における女性活躍に関する取組事例集を

作成し，地域における女性活躍の支援に取り組んで行く。 

・ 政策・方針決定過程における男女共同参画の推進については，令和６年度から全部局

に「男女共同参画推進リーダー」を設置し，審議会等における女性の登用を強力に推進

するとともに，改選時期を迎える審議会等の所管課への個別ヒアリングの実施や，様々

な分野の女性の専門家等をリストにした「女性人材バンク」を設置・活用することによ

り，女性の登用を促進していく。 
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【基本目標Ⅲ】一人ひとりの人権が尊重された社会づくり 

施策の方向６ 女性等に対するあらゆる暴力の根絶 

＜施策 14 配偶者等からの暴力対策の推進とＤＶ被害者等への支援の充実の取組状況＞ 
重点施策 

№ 事業の名称 

７４ ＤＶの防止・理解促進に向けた啓発の充実 

７５ 若年層からの意識啓発の充実 

７６ 相談窓口の周知の強化 

７７ 配偶者暴力相談支援センターの相談機能の充実 

７８ 一時保護における関係機関との連携 

７９ 保護命令制度の利用 

８０ 被害者の自立に向けた各種生活支援の充実 

８１ 被害者の心のケアの充実 

８２ 被害者の子どもへの支援の充実 

８３ 民間支援団体との連携による自立支援事業の充実    

８４ 宮っこの居場所づくり事業 

８５ 関係部署・関係機関等との連携強化 

・ 専門家からＤＶの知識や被害者への対応について学ぶ「ＤＶ防止啓発出前講座」の実施（№７

４）や，中・高・大学等において，ＤＶの未然防止につなげるための「デートＤＶ出前講座」を

実施（№７５）し，若年層からの意識啓発に取り組んだ。 

・ ＤＶの相談窓口である配偶者暴力相談支援センターについて，広報紙等での周知に加え，「つ

ながりサポート女性支援事業」における出張相談会や出前講座など様々な機会を捉え広く周知し

た。（№７６） 

・ 一時保護など緊急時における関係機関との連携（№７８）や，保護命令制度の利用（№７９）

により，被害者の安全確保に取り組むとともに，被害者が行政手続き等を行う際の同行支援や，

被害者と子どもの心身の健康回復に向け，民間団体と連携し，自立支援事業の実施に取り組んだ。

（№８０，８１，８２，８３） 

・ 「ＤＶ防止庁内連絡調整会議」や関係機関で構成する「虐待・ＤＶ対策連携会議」などを通し

て，庁内外との情報共有，意見交換など連携強化に取り組んだ。（№８５） 

 

＜施策 15 女性に対する性暴力・性犯罪被害等の未然防止の取組状況＞ 
№ 事業の名称 

８６ セクハラ等被害防止啓発の実施 

８７ 性暴力・性的被害等の未然防止 

８８ ストーカー被害者等に対する相談体制の充実と被害防止のための啓発 

８９ 青少年の性的被害未然防止の啓発 

９０ ＳＮＳを通した被害等の未然防止 

 「ＪＫビジネス」等に関する被害防止に向けた広報紙への掲載や市有施設へのポスター掲示，  

保護者や青少年巡回指導員へのチラシ配布などによる啓発のほか，とちぎ性暴力被害者サポートセ

ンター「とちエール」の周知，ＳＮＳを通した被害の未然防止のためのスマホ・ケータイ安全教室

の実施など，若者や保護者へ周知と意識醸成に取り組んだ。（№８７，８９，９０） 
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施策の方向７ 困難を抱える女性への支援 

＜施策 16 不安や困難を抱える女性への支援の取組状況＞重点施策 
№ 事業の名称 

９１ つながりサポート女性支援事業等による困難を抱える女性支援の強化 

９２ 地域共生社会の構築に向けた重層的支援体制整備事業 

９３ 宮っこの居場所づくり事業（再掲） 

・ 「つながりサポート女性支援事業」（№９１）を実施し，委託事業所内における常設相談窓口や

公共施設等での出張相談会の開催に加え，９７の連携団体と協力し，生理用品の配布などをきっ

かけに困難を抱える女性を相談につなげるほか，公共施設などに出向いて行うアウトリーチ型の

出張相談会を実施するなど，市民に身近な地域で活動するＮＰＯ等のネットワークを活用したき

め細かな相談支援に取り組んだ。 

・ また，円滑で切れ目のない支援を行うため，ＮＰＯ等協力団体による「連携会議」を開催し，

それぞれの団体と活動状況や意見交換を行うなど，ネットワークの強化を図った。 

・ さらに，令和５年度から整備された重層的支援体制において，福祉の各部門と相互に情報共有・

連携を行うとともに，困難事例において，連携して対応を行うなど，困難を抱える女性の支援を

強化することができた。（№９２） 

 

施策の方向８ 多様な性を尊重する社会づくりと性差に応じた健康支援 

＜施策 17 多様な性についての理解促進の取組状況＞重点施策 
№ 事業の名称 

９４ ＬＧＢＴＱに関する理解促進 

９５ 「性的マイノリティ」とされる児童生徒への対応 

９６ 企業における多様な性の理解促進事業 

９７ とちぎパートナーシップ宣誓制度の活用 

・ 人権週間におけるパネル展示等の啓発や市内図書館における啓発コーナーの設置などに取り組

んだ（№９４）ほか，小学校においては多様な性についてのリーフレットを男女共同参画教育参

考資料「かがやき」とともに配布，中学校においては，啓発カードを配布した。（№９５） 

・ また，学校を卒業した後の働く場における理解促進を図るため，企業経営者を対象とした「多

様な性」への理解を促進するセミナーの開催や啓発パンフレットの作成・配布（№９６）など，

社会全体での更なる理解促進に取り組んだ。 

 

＜施策 18 性についての教育・学習機会の充実の取組状況＞ 

№ 事業の名称 

９８ 性教育サポート事業 

９９ エイズ予防啓発普及活動の実施            

１００ 性といのちの健康教育の実施 

１０１ 男女共同参画の視点を踏まえた保育研修会の実施（再掲） 

幼児期においては，新任保育士を対象にジェンダーに配慮した保育に関する研修を実施（№  

１０１）したほか，思春期の若者に対しては，市立全中学校の３年生を対象に産婦人科医による

講話等を行う「性教育サポート事業」の実施（№９８）や中学校への性と健康に関する出前講座

の実施（№１００），さらには，中・高・専門学校におけるエイズ予防に関する出前講座（№９９）

など，子どもの発達段階を踏まえた理解促進に取り組んだ。 
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＜施策 19 性差に応じた生涯にわたる健康支援の取組状況＞ 
№ 事業の名称 

１０２ 性差に応じた健康についての理解促進 

１０３ がん検診の実施 

１０４ 女性の健康力アップ事業 

１０５ 妊産婦健康診査の実施 

１０６ 不妊に悩む人への支援 

１０７ こころの健康づくり対策 

１０８ 産後ケア事業等の実施 

 「女性の健康力アップ事業」の実施（№１０４）や男女共同参画情報誌「ぱーとなーしっぷ」

における女性特有の健康課題についての特集掲載（№１０２），妊産婦への各種健康支援（№  

１０５，１０６，１０８）など，性と健康を守る自己決定能力を高めるとともに，性と健康に 

関する正しい知識や情報の提供に取り組んだ。 

 
 
 

【参考】成果指標の現状値 

成果指標 把握方法 
R3 

（基準値） 
R5 

R9 

（目標値） 

９ この１年間に配偶者から暴力を 

受けたことのある女性の割合 

「市政に関する世

論調査」（毎年） 
2.2％ 3.9％ 

0％ 

に近づける 

10 女性に対する暴力や様々な悩み 

などの相談窓口を知っている市民 

の割合※ 

「男女共同参画に

関する市民意識調

査」（５年ごと） 

参考値 

48.4％ 
― 78％ 

11 この１年間に配偶者から暴力を 

受けたときに相談した女性の割合 
32.7％ ― 45％ 

12 つながりサポート女性支援事業に 

おいて連携したＮＰＯ等の数 
随時 56 団体 97 団体 90 団体 

13 ＬＧＢＴＱの言葉も内容も知って 

いる市民の割合 

「市政に関する世

論調査」（毎年） 
66.5％ 54.2％ 90％ 

※ 市女性相談所・配偶者暴力相談支援センターのほか，県・国等の相談機関の窓口 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



19 

 

【基本目標Ⅲ】一人ひとりの人権が尊重された社会づくりのまとめ 
すべての人が個人としての人権を尊重し，互いの身体的性差を理解し合いながら，安心して暮ら

せる社会を目指し，６施策３５事業を実施した。 

１ 令和５年度の取組状況  
 ・ 女性等に対するあらゆる暴力の根絶に向けては，ＤＶや性暴力等の未然防止のための意識

啓発や，相談，一時保護の支援，自立支援事業に取り組むとともに，「虐待・ＤＶ対策連携会

議」等を通して庁内外との連携強化に取り組んだ。 

 ・ 困難を抱える女性への支援に向けては，「つながりサポート女性支援事業」において，委託

事業者内の常設相談窓口や９７の市民に身近な地域で活動する連携団体と協力し，生理用品

の配布などをきっかけに困難を抱える女性の相談・支援を行った。 

 ・ 多様な性を尊重する社会づくりと性差に応じた健康支援に向けては，「多様な性」の理解促

進に向け，市民向けや小中学校における周知啓発に取り組んだことに加え，セミナー等の開

催やパンフレットの作成・配布により，特に学校を卒業した後の働く場における理解促進に

取り組んだ。また，性と健康に関する正しい知識や情報を様々な媒体を活用し周知するなど，

人権の尊重と身体的性差の理解促進に取り組んだ。 

 

２ 課題と今後の取組の方向性 
 ・ ＤＶや性暴力等の未然防止のための意識啓発等に取り組んできたが，令和５年度「市政に

関する世論調査」において 「この１年間に配偶者から暴力を受けたことのある女性の割合」

が増加している。この背景には，精神的ＤＶ等の認知度が高まったことなどが考えられるこ

とから，これまで以上にＤＶ被害者が早期に相談できるよう，更なる相談窓口の周知に取り

組んで行く必要がある。また，ＤＶなど複雑・複合化した問題を抱える女性への支援体制を

構築していく必要がある。 

・ 「つながりサポート女性支援事業」に積極的に取り組み，「連携したＮＰＯ等の数」は目標

値を超えたが，令和６年４月に施行された困難女性支援法を踏まえ，困難な問題を抱える女

性に対する包括的な支援に，関係機関との連携を一層強化し取り組んでいく必要がある。 

 ・ 令和５年度「市政に関する世論調査」において，「ＬＧＢＴＱの言葉も内容も知っている市

民の割合」が基準値である令和３年度から大幅に減少したところであるが，これは「Ｑ」を

新たに追加したことが背景にあると推察されることから，より正しい知識の提供に取り組む

必要がある。 

  ⇒ ＤＶ被害者等が早期に相談できるよう，「つながりサポート女性支援事業」による相談

窓口の強化に加え，令和６年度に新たに関係機関による「支援調整会議」を立ち上げると

ともに，「ＤＶ対策関係機関ネットワーク会議」を改正ＤＶ防止法の法定協議会へ位置付

け，連携体制を強化するなど，困難を抱える女性への包括的な支援を強化するための体制

を構築する。また，多様な性についての理解促進については，これまでの取組に加え，「多

様な性」に関するデジタル版啓発パンフレットを作成し，経済団体のメールマガジンや 

ＳＮＳを活用し，より広く情報が届くよう情報発信に取り組む。 
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◆計画全体のまとめ 

○ 令和５年度の取組状況 
  多様な価値観が尊重され，人と人とのつながりを大切にし，誰もが活躍できる社会を目指し，

１９施策１０８事業に着実に取り組んだ。 

 

○ 課題と今後の取組の方向性 
 ・ 男女共同参画社会の実現に向けた意識の浸透については，固定的役割分担意識の解消に向

け更なる意識啓発に取り組んで行く必要がある。 

⇒ 引き続き，各種媒体を活用した情報発信や関係機関と連携した啓発に取り組むととも

に，業種別団体や工業団地を対象とした企業向け出前セミナーの実施や，地域における女

性活躍に関する取組事例集の作成，小学生向け男女共同参画教育参考資料「かがやき」の

改定など，活動の場に応じた新たな取組を行っていく。 

・ さまざまな分野における男女共同参画の推進については，本市の「審議会等委員に占める

女性の割合」が減少しており，令和９年度目標値４０％の達成に向け，取組を一層強化する

必要がある。 

⇒ 政策・方針決定過程における男女共同参画を推進するため，令和６年度から全部局に「男

女共同参画推進リーダー」を設置し，審議会等における女性の登用を強力に推進する。併

せて，改選時期を迎える審議会等の所管課への個別ヒアリングの実施や，様々な分野の女

性の専門家等をリストにした「女性人材バンク」を設置・活用により，女性の登用を促進

していく。 

 ・ 一人ひとりの人権が尊重された社会づくりについては，「この１年間に配偶者から暴力を

受けたことのある女性の割合」が増加していることや，令和６年４月に施行された困難女

性支援法を踏まえ，困難な問題を抱える女性に対する包括的な支援に取り組んでいく必要

がある。 

⇒ ＤＶ被害者等が早期に相談できるよう，「つながりサポート女性支援事業」による相談

窓口の強化に加え，令和６年度に新たに関係機関による「支援調整会議」を立ち上げると

ともに，「ＤＶ対策関係機関ネットワーク会議」を改正ＤＶ防止法の法定協議会へ位置付

け，連携体制を強化するなど，困難を抱える女性への包括的な支援を強化するための体制

を構築する。 
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○宇都宮市男女共同参画推進条例 

平成１５年６月２７日 

条例第２９号 

我が国においては，日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ，男女平等の実現に向けた

様々な取組が，女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約をはじめとした国際的な取組と

連動して進められ，男女共同参画社会基本法などの法律や制度が整備されてきた。 

宇都宮市においては，国内外の動向を考慮しつつ，本市の実情に応じた男女共同参画に関する様々

な施策を積極的に展開してきた。 

しかしながら，社会的又は文化的に形成された性別によって役割分担を固定的にとらえる考え方が

依然として存在し，多くの市民が社会における男女間の不平等を感じている状況があり，さらに，配

偶者等への暴力的行為など解決しなければならない課題が未だに残されている。 

このような状況の中，少子高齢社会の到来，国際化及び高度情報化の急速な進展等社会経済情勢の

急激な変化に的確に対応し，誰もが生き生きと安心して暮らすことのできる豊かで活力に満ちた宇都

宮市を築いていくためには，男女が，その違いを画一的に否定することなく，互いに人権を尊重しつ

つ，喜びも責任も分かち合い，その個性と能力を十分に発揮することのできる男女共同参画社会の実

現が緊要である。 

ここに，宇都宮市は，男女共同参画社会の実現を２１世紀における市政の重要課題と位置付け，次

世代を担う子どもたちに夢と誇りをもって引き継げる都市を築くため，市民，事業者，市が相互に協

力し，及び連携し，豊かで活力のある男女共同参画社会の実現を目指すことを決意し，この条例を制

定する。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は，男女共同参画の推進について，その基本理念を定め，市民，事業者，市等の責

務を明らかにするとともに，男女共同参画の推進に関する基本的な事項を定めることにより，男女

共同参画を総合的かつ計画的に推進し，もって男女共同参画社会の実現に寄与することを目的とす

る。 

（定義） 

第２条 この条例において「男女共同参画」とは，男女が，社会の対等な構成員として，自らの意思

によって社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保されることにより，男女が均等に

政治的，経済的，社会的及び文化的利益を享受することができ，かつ，共に責任を担うことをい

う。 

（基本理念） 

第３条 男女共同参画の推進は，次に掲げる事項を基本として行われなければならない。 

◆ 参考資料 
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（１） 男女が，個人としての尊厳が重んじられ，性別による差別的取扱いを受けることなく，個

人として能力を発揮する機会が確保されること。 

（２） 男女が，性別による固定的な役割分担を反映した慣行にとらわれることなく，社会のあら

ゆる分野における活動を自由に選択できるようにすること。 

（３） 男女が，社会の対等な構成員として，社会のあらゆる分野における方針の立案及び決定に

参画する機会が確保されること。 

（４） 男女が，相互の協力及び社会の支援の下，子の養育，家族の介護その他の家庭生活におけ

る活動と当該活動以外の活動とを両立して行うことができるようにすること。 

（５） 男女が，互いの身体的特徴及び性について理解を深め，尊重し合うことにより，生涯にわ

たり健康な生活を営むことができるようにすること。 

（６） 男女共同参画の推進と密接な関係を有する国際社会の動向に留意し，協調して行われること。 

（市民の責務） 

第４条 市民は，前条各号に規定する事項（以下「基本理念」という。）にのっとり，社会のあらゆ

る分野において，それぞれが相互に協力し，男女共同参画を主体的かつ積極的に推進するととも

に，市がこの条例に基づき実施する男女共同参画の推進に関する施策に協力するよう努めなければ

ならない。 

（事業者の責務） 

第５条 事業者は，基本理念にのっとり，その事業活動において，男女共同参画を主体的かつ積極的

に推進するとともに，市がこの条例に基づき実施する男女共同参画の推進に関する施策に協力する

よう努めなければならない。 

（市の責務） 

第６条 市は，基本理念にのっとり，男女共同参画の推進に関する施策を策定する責務を有する。 

２ 市は，前項の施策について，市民及び事業者と相互に協力し，及び連携し，一体となって実施す

る責務を有する。 

（教育関係者の責務） 

第７条 学校教育，社会教育その他の教育に携わる者（以下「教育関係者」という。）は，基本理念

にのっとり，その教育を行う過程において，男女共同参画を推進するよう努めなければならない。 

第２章 基本的施策 

（行動計画） 

第８条 市長は，男女共同参画の推進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための行動計画

（以下「行動計画」という。）を策定するものとする。 

２ 市長は，行動計画を策定するに当たっては，あらかじめ，市民の意見を反映することができるよ

う必要な措置を講ずるとともに，宇都宮市男女共同参画審議会（第２３条第１項を除き，以下「審

議会」という。）の意見を聴くものとする。 
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３ 市長は，行動計画を策定したときは，これを公表するものとする。 

４ 前２項の規定は，行動計画の変更について準用する。 

（意識の啓発） 

第９条 市は，男女共同参画の推進についての意識の啓発を図るため，家庭，職場，学校，地域等に

おける広報活動の実施，学習の促進その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（人材の育成） 

第１０条 市は，男女共同参画の推進を率先して行う人材を育成するため，研修の実施，講座の開設

その他の必要な措置を講ずるものとする。 

（活動の支援） 

第１１条 市は，市民，事業者又はこれらの者の組織する民間の団体（以下「民間団体」という。）

による男女共同参画の推進についての自主的な活動を支援するため，情報の提供，助言その他の必

要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（体制の整備等） 

第１２条 市は，男女共同参画の推進に関する施策を総合的に企画し，調整し，及び実施するため，

必要な体制の整備に努めるものとする。 

２ 市は，男女共同参画の推進に関する施策を実施し，市民，事業者又は民間団体による男女共同参

画の推進に関する活動を支援するため，拠点となる施設の整備に努めるものとする。 

３ 市は，男女共同参画の推進に関する施策の実施に当たっては，常に関係行政機関及び関係団体と

緊密に連携し，及び協力するよう努めるものとする。 

（施策に関する意見の申出への対応） 

第１３条 市長は，市が実施する男女共同参画の推進に関する施策又は男女共同参画の推進に影響を

及ぼすと認められる施策について，意見の申出を受けたときは，適切に対応するよう努めるものと

する。 

２ 市長は，必要があると認めるときは，前項の申出への対応に当たり，審議会の意見を聴くものと

する。 

（積極的改善措置） 

第１４条 市は，市における政策の立案若しくは決定又は施策の実施に当たって，参画の機会に係る

男女間の格差の改善を図る必要があると認めるときは，必要な範囲内において，男女いずれか一方

に対し，当該機会を積極的に提供する措置（以下「積極的改善措置」という。）を講ずるよう努め

るものとする。 

２ 市長その他の執行機関は，附属機関の委員等を任命し，又は委嘱するときは，積極的改善措置を

講ずるよう努めるものとする。 

（年次報告） 

第１５条 市長は，毎年，男女共同参画の推進に関する施策の実施状況について，報告書を作成し，
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これを公表するものとする。 

（調査研究） 

第１６条 市長は，男女共同参画の推進に関する施策を策定し，及び実施するため，必要な調査及び

研究を行うものとする。 

第３章 各分野での取組等 

（家庭での取組等） 

第１７条 家族を構成する者は，相互の理解の下に，性別による固定的な役割分担にとらわれることな

く，家庭生活における活動と当該活動以外の活動とを円滑に行うことができるよう努めるものとする。 

２ 市は，前項に規定する家庭生活における活動と当該活動以外の活動とを円滑に行うことができる

ようにするため，必要な施策を講ずるよう努めるものとする。 

（職場での取組等） 

第１８条 事業者は，事業活動において男女が対等に参画できる機会を確保するよう努めるものとする。 

２ 事業者は，男女が，職業生活における活動と家庭生活における活動その他の活動とを両立して行

うことができる職場環境を整備するよう努めるものとする。 

３ 市は，第１項の規定に基づき機会の確保が図られ，及び前項の規定に基づき職場環境の整備が促

進されるよう，情報の提供その他の必要な施策を講ずるよう努めるものとする。 

４ 市は，必要があると認めるときは，事業者に対して，男女共同参画の推進に関する広報及び男女

共同参画の状況等の把握について協力を求めるものとする。 

（教育分野での取組等） 

第１９条 教育関係者は，自ら男女共同参画の推進について研さんし，男女共同参画の推進に関する

教育，学習その他の活動を通じて，その教育を受ける者の男女共同参画の推進についての関心及び

理解が増進するよう努めるものとする。 

２ 市は，前項の男女共同参画の推進に関する教育，学習その他の活動の振興を図るため，必要な施

策を講ずるよう努めるものとする。 

（地域での取組等） 

第２０条 地域住民の組織である公共的団体の構成員は，自主的な啓発活動を通じて，男女共同参画

の推進に努めるものとする。 

２ 市は，前項の構成員と連携を図りながら，同項の自主的な啓発活動の実施に協力するよう努める

ものとする。 

第４章 性別による権利侵害の禁止等 

（性別による権利侵害の禁止） 

第２１条 何人も，家庭，職場，学校，地域その他の社会のあらゆる分野において，性別による差別

的な取扱いを行ってはならない。 

２ 何人も，家庭，職場，学校，地域その他の社会のあらゆる分野において，セクシュアル・ハラス
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メント（性的な言動に対する相手方の対応によって不利益を与え，又は性的な言動により相手方の

生活環境を害することをいう。）を行ってはならない。 

３ 何人も，その配偶者（婚姻の届出をしていないが，事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含

む。）に対し，身体的又は精神的な苦痛を与える暴力的行為を行ってはならない。 

（性別による権利侵害等に関する相談への対応） 

第２２条 市長は，前条各項の規定に違反する行為その他の男女共同参画の推進を阻害する行為につ

いて相談を受けたときは，関係機関等と連携して，適切に対応するよう努めるものとする。 

第５章 宇都宮市男女共同参画審議会 

第２３条 市に，宇都宮市男女共同参画審議会を置く。 

２ 審議会は，市長の諮問に応じ，次に掲げる事項を所掌する。 

（１） 行動計画の策定又は変更について，第８条第２項（同条第４項において準用する場合を含

む。）の規定に基づき意見を述べること。 

（２） 意見の申出への対応について，第１３条第２項の規定に基づき意見を述べること。 

（３） 前２号に掲げるもののほか，男女共同参画の推進について必要な事項を調査審議するこ

と。 

３ 審議会は，委員２０人以内をもって組織する。 

４ 審議会の委員のうち，男女のいずれか一方の委員の数は，委員の総数の１０分の４未満とならな

いものとする。ただし，市長がやむを得ない事情があると認めたときは，この限りでない。 

５ 前２項に定めるもののほか，審議会の組織及び運営について必要な事項は，規則で定める。 

第６章 委任 

第２４条 この条例の施行について必要な事項は，市長が定める。 

附 則 

この条例は，平成１５年７月１日から施行する。 
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○宇都宮市男女共同参画推進条例施行規則 

平成１５年６月２７日 

規則第４７号 

改正 平成２４年３月第１１号 

（趣旨） 

第１条 この規則は，宇都宮市男女共同参画推進条例（平成１５年条例第２９号。以下「条例」とい

う。）第２４条の規定に基づき，条例の施行について必要な事項を定めるものとする。 

（申出者及び相談者） 

第２条 条例第１３条第１項の意見の申出（以下「申出」という。）及び条例第２２条の相談を行う

ことができるものは，次に掲げるものとする。 

（１） 市内に住所を有する者 

（２） 市内に事務所又は事業所を有する個人及び法人その他の団体 

（３） 市内に存する事務所又は事業所に勤務する者 

（４） 市内に存する学校に在学する者 

（５） 前各号に掲げるもののほか，市長が適当と認めるもの 

（申出及び対応の通知） 

第３条 申出は，次に掲げる事項を記載した意見申出書を市長に提出して行わなければならない。 

（１） 申出を行うものの氏名及び住所（法人その他の団体にあっては，名称，代表者の氏名及び

事務所又は事業所の所在地）並びに電話番号 

（２） 申出の理由 

（３） 申出の概要 

（４） 他の機関への相談等の状況 

（５） 申出の年月日 

２ 市長は，申出への対応を決定したときは，その内容を申出対応通知書により当該申出を行ったも

のに通知するものとする。 

（委員） 

第４条 宇都宮市男女共同参画審議会（以下「審議会」という。）の委員は，次に掲げる者のうちか

ら，市長が任命する。 

（１） 学識経験を有する者 

（２） 関係団体を代表する者 

（３） 関係行政機関の職員 

（４） 前各号に掲げる者のほか，市長が必要と認める者 

（委員の任期） 

第５条 委員の任期は，２年とし，補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。ただし，再任を
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妨げない。 

（会長及び副会長） 

第６条 審議会に会長及び副会長を置き，委員の互選によって定める。 

２ 会長は，審議会を代表し，会務を総理する。 

３ 副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるときは，その職務を代理する。 

（審議会の会議） 

第７条 審議会の会議は，会長が招集し，会長が議長となる。 

２ 審議会の会議は，委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 審議会の議事は，出席委員の過半数で決し，可否同数のときは，議長の決するところによる。 

（関係人の出席） 

第８条 審議会は，必要があると認めるときは，関係人の出席を求め，その説明若しくは意見を聴

き，又は必要な資料の提出を求めることができる。 

（審議会の庶務） 

第９条 審議会の庶務は，市民まちづくり部男女共同参画課において処理する。 

（平２４規則１１・一部改正） 

（審議会の運営） 

第１０条 前６条に定めるもののほか，審議会の運営について必要な事項は，会長が審議会に諮って

定める。 

（様式） 

第１１条 この規則に規定する意見申出書等の様式は，別に定める。 

（補則） 

第１２条 この規則に定めるもののほか必要な事項は，別に定める。 

附 則 

この規則は，平成１５年７月１日から施行する。 

附 則（平成２４年３月３０日規則第１１号） 

この規則は，平成２４年４月１日から施行する。 

 
 

 

 

 

 

 


